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エネルギーと産業構造
－世界経済の視点から－

EnergyandlndustrialStructure

1．はじめに

社会学者W、E.モア(3)によれば,工業化の過程は，

その生産において，動物エネルギー（人力，畜力）に

対する非動物エネルギー（石油，石炭,水力，電力等）

の使用比率が圧倒的に増加し，その過程で，生産にお

ける機械の効率が飛躍的に増大することと定義される．

この過程の経済的側面は，エネルギー変化→技術変

化→労働・資本の代替→産業構造の変化という一連の
◎。◎

現象となって現われる．このように，工業化の過程で

のみエネルギー変化と産業構造のあり方が密接に関連

してくるのである．以上の視点からこの稿では，エネ

ルギーと工業化，より具体的には，エネルギー投入の

変化と，成長および構造変化の関係をとりあげる．さ

らに分析対象を単に一国だけの問題としてではなく，

世界経済の構造変化の問題として取り上げてみたいと

思う．

さて,現在のエネルギー問題の多くは，化石資源と

りわけ石油の個渇性に端を発したものと考えてよい．

このとき，エネルギーの経済問題は，究極的には，次

の二つに集約されるだろう．

(ｲ）一つは空間軸に関する問題である．1960年代以降，

世界経済の相互依存関係は急速に増大した．もしこ

のことが正しいとするならば，エネルギーの経済効

率一つまりエネルギー投入と経済財の価値との関

係一を，国を単位とする各国経済に固有の問題と

して考察することの意味は著しく稀薄となる．各国

でそれぞれ投入されたエネルギーをそれ自身の中に

内包化した各商品が，貿易を通じて世界中をかけ

めぐっているからである．このことは，たとえば南
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北問題を例にとれば容易に理解できるだろう．工業

化のための基盤整備を緊急に必要としている後発国

に，低廉にして良質の鉄鋼を大量に供給することは，

鉄鋼供給国にとっては，エネルギー多済費型産業構

造を温存することになるが，国際的視野に立てば，

エネルギーの最大有効利用につながる可能性が生じ

てくる．このように国際間の相互依存性が増大して

いる現代では，エネルギーの経済効率は，単一国の

問題としてではなく，世界経済の規模で評価されな

ければならないのである．

(ﾛ）第2は，時間軸に関連した問題である．個渇資源

の利用をどのように時間配分するかは，結局のとこ

ろ代替エネルギーの開発速度と，世界経済の工業化

の速度の相対関係によってきまるだろう．この稿で

は，後者の工業化の速度を重視する．何故なら，こ

の世界経済規模の工業化の速度が結局は長期的なエ

ネルギー需要の総枠をきめるからである.

このようにして，エネルギーの有効利用という問

題を，世界経済の規模における工業化の問題に関連

づけて考察することがこの稿の主題となる。

以上で，われわれの分析の視点は明らかになった．

ここで工業化という世界的規模の問題には，単にエネ

ルギーの個渇性問題だけではなく，南北格差の縮小と

いう問題が同時に関係していることに留意すべきであ

ろう.(注1）事実,現代社会における工業化とエネルギー

投入の構造は，著しくアンバランスな形をしているの

が現状である．現在，地球の総人口は約40億，ま．た発

展途上国を含めて自由圏人口は約29億と推定されてい

る．そのうち米国，拡大EC,日本の三つの工業化地

域の人口は，わずか6億弱にすぎない．他方，石油の

需要分布を見ると，自由圏全体の総需要量は1日当り

約5千万バーレルと推定されるが，そのうち米国が約

三分の一の1千700万バーレル,西欧諸国が約1千400

－23－
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万バーレル，日本が約500万バーレルを需要して，日

米欧だけで自由圏全体の約7割を需要しているのであ

る､このことは，欧米型工業化社会がいかにエネルギー

多消費型の構造をもっているかを如実に示している．

この現状を反映して,現在のエネルギー問題の多くは，

もっぱら先進工業国の側からの論議に集中してきた．

しかし，世界経済規模における経済発展の本質は，後

発国の工業化がその比重を拡大して行く点にこそ存在

している．この視点に立てば，工業化とエネルギーの

長期的問題は，先進国間貿易と南北問題の交又する点

に位置づけて考察されなければならないことがわかる

であろう．

以上の視点を，単なる議論としてのくるだけではい

かにもその意味は稀薄である．問題の重要性は，この

視点をどのように具体的なモデルに構築しつゞ，エネ

ルギーの経済効率を計量的に測定するかにかかってい

る．以下われわれの研究室で現在開発中の国際産業連

関モデルを基礎に，上述の線に沿う接近を試論的に展

開してみたいと思う．

次の第2節では，国際経済の相互依存性が，中間財

貿易の拡大を通じて強化されていることの意味を考察

する．このため，中間財貿易の構造を明示した日・米・

欧，三極連結産業連関表の作成内容を説明する．この

表は，先進国間貿易と南北問題の交叉した国際分業の

構造的研究に必要不可欠な分析用具を提供する．この

表の利用によって，石油資源や一次産業が，いかなる

地域から日・米・欧先進諸国に輸出されて工業品の生

産に利用され，完成した製品がどのような価格体系の

下で世界経済の中を循環しているかの姿を数量的に明

らかにすることができる．次に第3節では，先進工業

国で生産された各個別商品が，どのようなエネルギー

投入構造をもっているかを各商品に国有の単位基本構

造（ユニット・ストラクチュア）という分析概念を導

入して実際にそれを導出することを試みる．この単位

構造系の導出によってエネルギー投入と各商品の経済

価値の関係が基本的に明らかにされるだろう．以上が

本分析の内容である．もし，エネルギー経済効率の目

的基準を先進国と後発国の成長率の分布という形で与

えれば，世界経済の構造変化の過程での長期エネル

ギー需給の予測と共にエネルギー価格の上昇が構造変

化に与える影響も計算可能となる．しかし，この接近

は，現時点では，ようやく緒についたばかりであり，

国際産業連関表の作成も,1970年表についてはほぼ完

成したが，1975年表についてはECの75年表が発表さ

エネルギー・資源

れたばかりであり,現在作成のさなかにある．したがっ

て，1970年,75年比較による構造変化とエネルギー投

入の関係は，今後に残された問題となる．本稿では，

各商品ごとの生産単位構造の変化とエネルギー投入構

造の変化の関係のみを第3節で行なった．この意味で

本稿は，一連のエネルギー研究の中間報告の一部を形

成しているに過ぎない．

(注1）レオンティエフ(2)は南北格差問題を分析の正

面にすえた世界構造モデルによる，数少ない研究の

一つである．

2．国際的相互依存性の構造一日・米･欧三極構造

2.1相互依存性の増大の要因

経済の相互依存性に関するこれまでの諸研究によれ

ば，第1に，一国の工業化の進展は，迂回生産の長期

化という現象を通じて，国内中間財部門の相互連関性

を強める作用をもつこと，第2に，国際間の相互依存

性は，中間財貿易の拡大によって，より構造的に強化

されることの二点が経験的に確認されてきた．（レオン

ティエフ(1)尾崎(6)）

確かに，ある国にとって，他の特定国から中間財の

輸入が半ば恒常的に存在するときには，その部門が輸

入国の産業構造から欠落することになる．この結果は

両国に直接的な産業構造の補完関係を発生させるであ

ろう．

この中間財貿易の拡大にもとづく構造的依存関係の

発生は，基本的には近代技術の特性である次の二つの

要因に起因している．一つは，設備に関する技術単位

の巨大化であり，他はすでにのべた迂回生産の長期化

の傾向である．

まず，第1の技術単位の巨大化がもたらす影響につ

いてのべてみよう．これまでの研究結果によれば，技

術単位の巨大化が設備の不分割性にもとづく規模の経

済性の追求の結果生ずることが経験的に確かめられて

いる．このことを表1で確かめてみよう．この表は日

本産業連関表54部門のおのおのについて，生産関数

を計測した結果の一部をまとめたものである．ここに，

計測の方法を詳述する余裕がないので簡潔にその結果

だけを要約しておこう．表に見られる第1部門から第

7部門までの大容量処理型技術は，労働投入過程にお

いても，資本投入過程においても，規模の経済性が極

端に強く働く部門であることを示している.('L<1,

6K<1),重要なことは，これらの部門が悉く，基礎中

間財部門によって占められていることである．たとえ

－ 2 4 －
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表1生産技術の型

停重タ
ー

フ〕‐___‐

技術特性

K（1）1．竃力
i）‘汁測式；(1)L＝αLXβL，K＝αKXβK

K（1）3．イ耐I製,V， ii）パラメタ特ﾔ|;;'L<1,8K<1
J・Z～0

1の柿

（
１
）
Ｋ
咽
（
資
本
集
約
型
技
術
）

》
赫
識
績
岬
一
一
儲

－

〔説明〕この表の計測についてはOzaki(3)に詳しく

展開してある．計測式,L=cZLX#L,K="KX'Kこ

こに,Lは労働投入,Kは資本投入,Xは各部門の

生産量である．もしβL,6Kが1より小であれば，

生産規模xの拡大につれて，労働投入プロセス，資

本投入プロセスに規模の経済性の効果が作用するこ

とになる．

部門分割は，日本産業連関表54部門分割によるが

そのうち，規模の経済性が明瞭なものだけを上に掲

げた．表のK(n)型の部門（紙，パルプ，セメント

等）は労働については，規模の経済性が働くが資本

投入については逆に，不経済性が観察されている．

ば鉄鋼はその典型であって，設備を大型化すればする

ほど，物的生産性は上昇し，国際競争力は強化される．

人口が少なく国内市場が狭硲な小国は，この技術単位

の巨大化の利益を亨受することができない.その結果，

他の大国にその生産をまかせて，それを輸入するとい

う技術的分業形態を発生させるのである．このとき，

ある特定国からの基礎中間財輸入が固定的であればあ

るほど，両国産業構造の補完性は増大する．その巨大

設備のゆえに，圧倒的な比較優位をもつわが国鉄鋼製

品の東南アジア向け輸出は，その典型的な例であろう．

また,EC共同体の結成と拡大ECへの動きは，この

産業構造の補完性という特性を先取りした広域経済圏

化の動きとみなすことができるだろう．

第2の工業化社会における迂回生産の長期化傾向は，

他国の部品や半製品等に依存する生産過程の国際分業

形態を発生させる．たとえば，自動車や電子機器ある

いはプラントのような高度に技術集約的な財は，その

背後に複雑な生産加工段階をもつ一つの複合商品と考

えなければならない．この複合商品の貿易拡大は，必

然的に部品や半製品等の貿易拡大を刺載し，中間財貿

易量の拡大促進するであろう.EC域内貿易に見られ

る産業内類似商品の特化（"〃α-"d"s/"spec"-

ノ吃α〃0"）はその具体例である．さらに先の表1の大

規模組立型技術の各部門に見られるように，これら

機械産業についてもその生産過程に規模の経済性が強

く働くことが示されている．この規模の経済性という

特性は，先の高度に技術集約的な複合商品であるとい

う特性と相まって，国際間相互依存性に一つの新らし

い地域分業形態を与えつつある．たとえば自動車生産

に関する70年代のフォード社のヨーロッパ戦略は，部

品に関する典型的な地域分業形態を形成してきた．さ

らに80年代に入って急速に激化した自動車貿易摩擦問

題は，その帰結として，各社に極端な規模の経済性を

追求する戦略を強制し，先のフォードの例をはるかに

上まわる規模で，エンジンエ場や金属加工工場，組立

工場等をそれぞれの国に生産させるという部品，半製

品の大規模地域分業形態が進行しつつある.(Jカーや

Sカーに代表されるGM社の小型車世界戦略の構図は

－ 2 5－
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0.30
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進地域(B)東南アジア(CI中南米(D)アフリカ

M中近東に分類し，これの商品別輸出入のベクトル

を，先の日．米．EC連結産業連関表に連結した．こ

の表の構成は，図-1に示されている通りである・との

国際連結産業連関表は，日．米．EC三地域の構造的

関係を中心にして，その周辺にその他地域を配置した

という一種の世界経済構造モデルであって，日・米・

EC三地域間の構造的関係を重視しているという意味

で，簡単に三極構造表と呼ぶことができる．

この表の特徴は，次のようにまとめられる．

(ｲ）一般に中間財貿易の構造分析のためには，各国ま

たは各地域の産業連関表を，商品別地域別貿易マト

リックスで連結した多国間連結産業連関表の作成が

必要不可欠である．しかし分類と概念の調整作業が

複雑困難のため，これまでは，米国・カナダ表（ワ

ンナーコツト(7)）日本．米国表（1970年(8)),日本．

韓国表等，二国間連結表の作成が行なわれてきたに

過ぎない．本稿では自由経済圏のモデルを，［1本。

その典型であろう）．このように中間財貿易の拡大過程

を通じて，今後の世界経済は，ますますその相互依存

性を強めていくことが予想される．この複雑な構造変

化に対応して，エネルギー投入の構造も必然的に変化

せざるを得ないであろう．

22国際産業連関表の作成一日・米・欧

三極構造の表現一

この各国間の相互依存性が強まる過程で，エネルギー

投入の経済効率を評価するためには，まず種々の投入

エネルギーを体化している各財が，どのような価格体

系の下で世界経済の中を循環し，各地域ごとにどのよ

うな目的に使用されているかを実証的に確認する必要

がある．この目的のため，われわれは，まず日本・米

国・EC三地域それぞれの産業連関表を，さらに各地

域間の商品別貿易マトリックスで連結して，いわゆる

日米欧連結産業連関表を1970年について作成した．次

いで日・米・EC以外の自由圏諸国を(A)その他先

最終需要
A

F-一一一=二当一

JU､SEC

粗生産額その他地域への輸出
入

' ､

JAPANU.S.AEC(A)(B)(C)(D)(M)

東
南
ア
ジ
ア

↓

巾
近
東

一
』
↓

①
一
一
①
一

そ
の
他
先
進
国
地
域

↓
、
↓

FIU
,一､JJ
rj

IF，

F;- xIxW
ザノxWx%日本(J)

中
南
米

①
FPE xソ蕊y，.....g難 xW FF』 FPux!9

｡』

米国(U)

ア
ブ
Ⅱ
ノ
杓

①
FF」 FFuFFE

F

Xrx腎x騨
序』

xP!
ひノ

EC(E)

(A)その他先進地域
カナダ,ｵｰｽ

そトリア、その
の他西欧諸国

$'B'東南アジア
域

かく(C)中南米
ら

の

ff‘，（D）アフリカ
If,d

入

↑↑ 注
図の上段①の線は日・米・ECからその他地域への輸出

図の下段②の線は原油・その他一次産,砧の輸入

由

I

② ②

記号の説明

xI):日本財の日本での使用

xIy:日本財のUsへの輸出

X器：日本財のECへの輸出

（以下''1様）

F1｣:日本財(i財）の日本での妓終需要

FIu:日本財(i財）のU､S,での妓終需要

FIE:日本財(i財）のECでの妓終需要

（以下111様）

xI,x!,xFは各地域の粗生産額

②

(M)中近東

｜
各国の

発生付加価値

○ ○』

U､S.A'○

E､C

図－1日・米・EC三極連結表の構成

－26－

X
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Ｕ
・
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米国・ECの三地域間連結産業連関表を作成して，

その他地域をこの三極に接続した点に，世界構造モ

デルとしての特徴が見出される．

(ﾛ）自由圏経済について，何故，日本・米国・ECの

三地域を世界構造モデルの中心に据えたかの理由は

図-2の地域別貿易量の推移を見れば一目瞭然であ

る．そこでは，日本・EC,米国の貿易量だけで，

自由圏諸国全体の貿易量の約60％を占めていること

がわかる．これを国民総生産の面で見れば，1978年

時点，自由圏全体の国民総生産額約60億ドルのうち，

日・米・ECの総生産額は約51億ドルを占め，その

比率は優に80%をこえている．また，冒頭にのべた

ように，石油消費量はこの三地域だけで，自由圏全

体の約70％を需要しているのである．このように見

れば，まさにその経済規模の巨大さゆえに，日・米・

ECが世界経済地図の三極的位置を占めていること

が了解できる．図-1の構図を用いれば，この三極

は，さらに日本が(B)東南アジア圏と強い連関性を

もって日本経済圏をつくり，米国が関カナダおよび

(c)中南米と強い連関性をもって米国経済圏を,また，

ECがIA)その他ヨーロッパ諸国および(DIアフリカと

相対的に強い相互依存関係をもって，いわゆるEC

経済圏を形成しつつある．換言すれば，自由圏経済

構造は，日本広域経済圏，米国広域経済圏,EC広

域経済圏の相互の広大過程にあると見られ，その広

域三地域に，貿易面で石油エネルギーを供給してい

るのが図-1のM中近東を中心とする産油国あるい

はOPEC諸国であると見ることができる．現在のエ

ネルギー投入の構造と経済財の価値の発生という関

係は，図-1に表現されたような世界経済の構図の

上で分析されなければならないと考える．

さて，図-1の国際産業連関表のうち，日・米．EC

の三極の1970年時点の取引構造のみをとり出したもの

が，図-3である．この表は，取引量を各枡目の大き

さで表わしてあるので，この三地域の産業構造の骨格

および，各地域間貿易構造の商品別態様を視角的に浮

き彫りにしてくれる．この図から次のような諸点が観

察される．

(ｲ）米国とECの産業構造の類似性が見られる．両者

に比べて，日本の産業構造は相対的に空白部分が大

きい．つまり，日本に比べて，米国,ECは自己充

足的な経済体系であるといえる．このことは，米国

およびECという広域経済圏の規模に比べて，日本

一国の経済規模が小さいことに起因している．（規模

(億ドル） 12316億ドル
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A
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A
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4631億ドル

A
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0

1973年 1975年1978年

日銀：国際比較統計より作成

図－2自由圏諸国の貿易量の推移（輸入ベース）

が拡大するにつれて，産業構造は自己充足的になる

という，有名なレオンティエフの命題がある．（レオ

ンティエフ(1)）

(ﾛ）1970年時点日・米の貿易構造の特徴は,日本の工

業製品を中心にした対米輸出と，米国の食料を中心

とする一次産品の対日輸出に見られる。また，日・

ECの貿易関係は，日・米の相互依存関係よりも稀

薄である．

例エネルギー関係について一つだけのくれば，われ

われの計算では次のようなことがわかる．米国経済

において，米国財の最終需要が増加したときにも，

日本経済および,EC経済にかなりの程度の,石油，

石炭，電力等エネルギー投入量が誘発されるとい

うことである．たとえば，米国内における米国製自

動車の需要増加は，主に日本およびECからの鉄鋼

輸入を媒介として，日本・ECにエネルギー投入の

誘発を起こすのである．以上，世界経済の相互依存

関係の骨格のみをのべた．この世界構造のモデルか

ら，中間財の貿易パターンが，大きく各地域の産業

構造と，その背景にあるエネルギー投入構造を規定

している姿を数量的に把握することができる．

そこで，次の問題は，高度に技術集約的な複合商品

である自動車や，また，基礎中間財としての鉄鋼等，

各商品の生産がどのようなエネルギー投入構造をもっ

ているかの計量的確定となる．それは，エネルギーと

各商品の経済的価値の関係を明らかにするであろう．

－ 2 7 －



エネルギー・資源334

Ｋ
型
ｌ
お
筆
ｅ
中

鯉
墜
・
亀
制

憲
閣

照
号
・
膿
層

溌
創

鋳
鋼
謝
塁
Ｓ
Ｗ

喝
翻
心
罰
卜
Ｋ
い
い
・
卦
ｈ

題
母
・
嵐

。
．
倒
噸
か
蝿
掴
長
御
疫
誤

喝
翻
掲
・
渦
倒

魁
遥
・
騒
縄
・
無
鯉

ｕ
退
役

蕊
悩

喝
罫
偶
筆
ｅ
中

略
田
趨
・
心
ミ
岬

喝
Ｈ
晨
遡
砲
・
医
倒

懸
篭
姻
憲
筆
ｅ
中

掛
箇
皿

．
．
』
，
．
‐
・
鴫
圃
減
漕

驚
患
翻
海
・
灘
璽
鐸
憾

灘
患
牒
Ｈ
圏

（
穏
患
・
饅
）
鴫
謝
堕
頓

鴫
覇
聯
筆

驫
鬮
・
図
頓
獣

瓢
奪
遡
露
穏
．
Ｋ
心
ｌ
ｎ
．
■
塩
・
園
燗

摺
養
・
鰄
篠
．
Ｋ
項
．
Ｒ
鬮

黒
陣
．
Ｋ
涜
壊
Ⅸ
．
黒
腿

遇
灘
・
遡
闇
・
週
陣

，
燭
筈
蕊
迩

Ｋ
型
ｌ
本
望
ｅ
中

鯉
幽
・
趨
頓

鱒
閣

臘
号
・
膿
尉

餅
創

繍
劉
画
筆
ｅ
申

喝
翻
心
罰
小
Ｋ
小
祇
・
卦
ｈ

昼
勗
・
還

噂
電
紳
能
罫
蝉
暢
密
僑

鳴
謝
栂
・
掲
侭

魁
遡
・
辰
縄
・
奪
鍵

ｕ
迦
狸

蕊
穏

喝
蕊
何
筆
ｅ
中

喝
因
趨
・
心
含
川

鴫
Ｈ
晨
題
幅
・
匿
斜

懸
患
姻
潅
型
ｅ
申

厨
揖
皿

鳴
謝
賦
園

３
Ｊ
○
ず
世

魁
懇
翻
鹿
・
麓
忽
燃
働

懸
璽
灘
Ｈ
宙

灘
患
・
鎧
）
略
副
璽
頓

鴫
翻
朴
筆

驫
糧
・
園
僧
獣

瓢
奪
鎖
蕃
穏
．
Ｋ
、
ｌ
ｎ
．
■
猫
・
睡
燗

鋼
餐
・
胴
篠
．
Ｋ
項
．
Ｒ
薗

坦
岬
．
Ｋ
福
壌
朕
・
駕
鴎

逼
愛
・
週
閤
・
蝋
岬

’
９
１
’
蝉
懸
垂
蝋

Ｋ
型
ｌ
本
望
ｅ
中

鯉
駄
・
趨
頓

懸
閣

照
尋
・
照
屈

灘
創

繍
劉
翻
筆
ｅ
中

嶋
覇
心
気
卜
Ｋ
小
柄
・
ぐ
ｈ

冨
缶
・
鬮

啄
勝
・
鴫
翻
普
・
奪
特

８
Ｊ
、
グ
毎
由
の
Ｇ
１
ｅ
“
申

喝
翻
得
・
栂
倒

魁
還
・
畷
侭
・
蕪
驚

ｕ
型
呉

蕊
漫

喝
喜
伺
塁
ｅ
中

咀
困
醤
・
心
会
川

鴫
Ｈ
員
閥
阻
・
低
侭

魁
患
姻
遥
型
ｅ
申

倒
置
皿

囎
顧
順
密

源
忽
繊
涯
・
麗
惑
解
俸

魁
懇
鵜
Ｈ
圏

（
麓
璽
・
蛭
）
喝
闇
巨
燗

喝
覇
計
筆

奪
穏
・
漣
頓
然

甑
驫
趨
雲
穏
．
Ｋ
心
Ｉ
ｎ
・
田
組
・
睡
頓

掴
養
・
噸
篠
．
Ｋ
項
・
信
個

規
陣
．
Ｋ
漁
獲
Ⅸ
．
黒
騒

遡
麓
・
遭
闇
・
遮
円

想
蒼
韓
圏

●
一
分
争
叩
■
串
４
口
。
■
Ｊ

綿
・
挙
曽
群

､－……ぬﾄ…三.＝里望三里竺匡望里目･扇尉圏冨圏爲属爲留､-……‘･ﾄ…皇ﾐー 里里三里望匡竺里目］冨創圏冨圏爲届思周一……の－．,三二塁里竺里望匡望剰高尉圏冨圏罵属思思、

淵
恕
潤
絲
悩
埋
珊
○
国
・
※
。
、
中
園

》
》
》
》
》
》
》
》
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
手
一
一
一
一
垂
一
一
》
》
》
）
》
》
《
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
》
》
》
》
〉
》
》
》
》
一
一
一
一
一
｝
一
一
一
一
一
一
一
季
一
配
一
一
一
一

１
ゴ
ー

ﾄーや’

茶 圃、 将 山O
~~阿寺いつトめ｡ O 試 圃 祠 寸 l n 、 ◎ 卜 m o O ~ ~脚苛8八○卜“かT1｡』詞寸いつト”か。~~、封lnC展、｡。 ~ r V m 辻 l n C ト ② ● 可 弐 “ 、 ぐ い C ト ロ 0 ， 0 戸 一 m 寸 鞆 つ 卜 四 0 0 詞 一 m 寺 、 ｡ ト ” ｡

~戸詞q引竃司宇l可引~て司試一“N“~内NN~N鄙戸詞一弓詞勺討詞拭守イー~脚〔u《u~八J~、釦一一詞屯討一詞詞拭一封一一一画~~~、~、

－28－



Vol.2No.4(1981)

次節で，この問題が検討される．

3．エネルギーと各財の経済的価値一単位構造系

3.1個別部門の生産効率と産業構造の効率

成熟した工業社会を特徴づける典型的な商品は，一

般に高付加価値商品あるいは技術集約的商品等と呼ば

れる．たとえば，自動車は，在来商品のように単一の

原材料から単純な工程を経て生産されるものではなく，

その社会のあらゆる産業の生産技術をその内部に集約

した複雑な合成商品として特徴づけられる．したがっ

て，わが国自動車産業の国際競争力が強いということ

は,単に自動車部門の生産性の高さだけではなく，鉄鋼

部門や電気機械部門その他関連諸部門のそれぞれの高

い生産性水準すべてが合成された結果にほかならない．

以下，任意の第ノ商品の生産技術の水準を，第ノ部

門自体の生産効率と，その社会の産業構造が第ノ商品

の生産性上昇に与える効率とに分解することを試みよ

う．このように考えると，かりに自動車部門に何の生

産性の変化がなかったとしても，鉄鋼部門の生産に大

きな技術変化があれば，鉄鋼製品を多く投入する自動

車部門は，その直接間接の効果を亭受して国際競争力

を増分させることができる筈である．とくに，第一次

石油危機以降，わが国経済のパフォーマンスは自由先

進国中最も良好であったといわれる．その背景には，

この産業構造の効率が他国に比して大であったという

事実がある．つまり，エネルギー価格の急上昇を産業

構造全体の生産性上昇分に吸収して，全体としてのイ

ンフレ急昇を柳制した．このような効果は，量的にど

のように把握することができるだろうか．次にその方

法をのべてみよう．

3.2生産の最小単位としての単位構造系

いま任意の第ノ財，たとえば自動車について，その

財1単位を生産するための生産体系を考え，これを第

ノ財の単位構造系と呼ぶことにしよう．この単位構造

系の概念は，単位期間に，最終生産物として自動車を

1単位だけ生産する一つの孤立したコンビナート島(孤

立系)を考えてみることによって容易に理解できる.こ

の孤立島の生産活動では，期首に，鉄鋼，ゴム，繊維，

電力等々，あらゆる中間投入部門の生産が一斉に開始

されるが，それらはことごとく年末に産出される自動

車1単位の完成に使用され尽くして期末には何も残ら

ない．つまりこの孤立系のすべての部門は，期末に完

成する自動車1単位だけの生産を目的として，直接，

間接必要とされる中間投入分の生産活動を過不足なく

335

行なうことになる．これらの中間財を生産するための

資本設備および土地，労働等の生産要素は，すべてこ

の孤立島の中に存在していると仮定される．この意味

で，この孤立島は，自動車1単位のみを生産する構造

系としては自己完結的である．

さて，任意の第ノ財の単位構造系を，産業連関分析

の手法を用いて実際に表現することを試みよう．いう

までもなく，この構造系を沢定するものは各部門の技

術構造であって，レオンティエフ体系では，周知の

1
(3.1)A=

で表わされる技術係数行列である．その詳細をここで

のべる余裕がない．そこで，ここでは，3部門の場合

の単位構造系のみを示しておくことにしよう．第1商

品に関する単位構造系は次式のように書ける．

(3．2）

隅IMM’1間l〃縢洲Ⅱ：:：I
(3.3)V1+V2+V3=100

となる．ここに,B=[6"]の行列は，周知のレオ

ンティェフ逆行列であって,B=[I-A]-'と書ける．

行列記号で表わせば，次式となる．

(3.4)A・§j‘＋ノノ=Bj
ここに,Bノは,レオンティエフ逆行列の第ノベクトル

ヘ

であり,Bjは,Bノを対角行列になおしたもの'また，

eは，単位列ベクトル（1．1.……1）'である．また／ノ

は，第ノ番目の要素だけが100で，他の要素力:すべて

0となる最終需要ベクトルである．／ﾉー（0.0．……

ノー100．．…．O）′

このとき（3.4）式の第1項の行列部分を
へ

(3.5)U(/)=AB/

であらわし,U(/)を第ノ商品の生産に関する単位

構造（ユニット．ストラクチュア）と呼ぶ．（3．2）式

あるいは（3．4）式は，第ノ部門の単位構造系と呼ば

れる．

（3．3）式のV1,V2,V3は，第1商品を100だけ生

産したとき，この単位構造系の各部門で発生する付加

価値額である．いいかえれば，自動車1単位100万円

の価格は，実は，これら各部門の発生付加価値の合計

にほかならないことを示している．この単位構造系に
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よって各商品の経済価値すなわち価格の形成が，エネ

ルギー投入とどのような関係をもっているかを次のよ

うに明らかにすることができる．

3.3単位構造系に見られるエネルギー投入構造の変化

現実に各財の単位構造系がどのような形をとってい

るかを，自動車と鉄鋼について図示したものが，図－4

と図-5である.それぞれの図で,(ｲ)は,1965年(ﾛ)は1975

年を示す．この10年が,1973年,第1次石油危機の石

油価格急騰の時期をはさむ前後期であることに留意す

べきであろう．

両図を比較すれば，次の諸点が明白となる．

(i)自動車の単位構造系では，製造工業部門内にお

他部門と複雑かつ強い内部関連をもち，逆に鉄鋼の

単位構造系では，製造工業部門内での相互関連は単

純な形となっている．

⑪自動車100万円価値の生産に伴なう各部門の発生

付加価値額の分布は，1965年で，工業部門に63.3万

円（63.3％)，エネルギー部門3．9万円（3．9％）で

あったが,1975年時点では,工業部門62.5万円(62.5

％)，エネルギー部門3.3万円（3.3％）に減少した．

とくにエネルギー部門の発生付加価値の減少は，産

業構造全体として，各部門の省エネルギーの効果の

累積した効果であると解釈される．

⑪他方，鉄鋼100万円価値の生産に伴なうエネル

ギー部門の発生付加価値額は，1965年の28．8万円

（28.8％）から，1975年には22．4万円（22.4％）に

減少した．鉄鋼業は基礎中間財であるから，このエ

ネルギー投入効率の上昇は，主として自部門の投入

節約による効果が大きい．図-4(ｲ)，（ﾛ)を比べると，

1965年に比べて,石油危機以後の1975年には，鉄鋼

部門の投入の大きさが一べつして小さくなっている

ことがわかる．

㈹両国は，1975年不変価格で表示されているから，

投入構造の変化は物的な技術係数の変化と考えてよ

い．自動車のエネルギー投入効率の上昇は，自部門

のみならず相対的に産業構造のエネルギー効率の上

昇に負うところが大きく，それに比べて鉄鋼のエネ

ルギー効率の上昇は自部門の努力による所が大きい．

以上の観察から，日本経済が，第1次石油危機の価

格急上昇をどのように産業構造全体として吸収してき

たかの構造が明白となる．一方で鉄鋼のような基礎中

間財部門にエネルギー効率の顕著な上昇があり，他方

では，自動車，一般機械，プラントのような高度に複

合的な部門が，産業構造全体としての効率上昇の結果
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を総合して，エネルギーの経済効率を高めているので

ある．加えてこれら複合商品の100万円価値に占める

エネルギー投入価値の割合はきわめて小さい．わが国

の貿易は，1970年代後半以降かつての鉄鋼輸出を中心

にした構造から自動車，機械，プラント等の輸出主導

の構造へと急速に変化した．このような転換の過程は

上記のような構造的内容を実現してはじめて可能で

あったのである．

4．まとめ

以上，国際的相互依存関係の増大する過程では，エ

ネルギーの経済効率は，世界経済的な視野から分析さ

れなければならないこと，および，貿易拡大を通じて

実現する経済的厚生の向上に対し，各財の経済的価値

の形成がエネルギー投入とどのように関係しているか

の構造を明らかにした．現在,1975年国際産業連関表

の作成に着手したばかりであるが，もしこの表が完成

すれば，世界経済の構造変の態様が明らかとなる．こ

のとき，エネルギー投入と経済的価の関係が世界経済

のより動的な変化の中で解明されると思われる．
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